


別紙１
特別資産明細書

１　土地
	所 在 地
	地 目
	地 積
	取得年月日
	取得価額
	

	
	
	
	㎡
	円
	

	
	
	
	㎡
	円
	

	
	
	
	㎡
	円
	

	合　計
	
	
	㎡
	円
	



２　家屋
	所 在 地
	用途
	建築面積
	延床面積
	取得年月日
	取得価額
	特別償却設
備＊に○印

	
	
	事業の用に供しない部分の面積
	建設着手年月日
	
	

	
	
	㎡
	㎡
	
	円
	

	
	
	㎡
	㎡
	
	
	

	
	
	㎡
	㎡
	
	円
	

	
	
	㎡
	㎡
	
	
	

	
	
	㎡
	㎡
	
	円
	

	
	
	㎡
	㎡
	
	
	

	合　計
	
	㎡
	㎡
	
	円
	

	
	
	㎡
	㎡
	
	
	



３　償却資産
	種　類
	資産の名称等
	数 量
	取得年月日
	取得価額
	特別償却設
備＊に○印

	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	円
	

	合　計
	
	
	円
	




	特別償却設備＊（○印）の取得価額の合計
	円

	特別資産（１・２・３）の取得価額の合計
	円



[bookmark: _GoBack]　＊特別償却設備とは，地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定日の翌日以後２年を経過する日までの間に設置される調査・企画部門，情報処理部門，研究開発部門，国際事業部門，その他管理業務部門のいずれかを有する事務所又は研究所，研修所（工場を除く）の用に供する減価償却資産（所得税法施行令第６条第１号から第７号まで又は法人税法施行令第１３条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）をいいます。

※記入する件数が多い場合は，適宜記入欄を追加してください。
※本様式に支障がある場合は，任意様式の明細書を作成してください。



